
注視区域における事前届出制手続のフロー （27条の4～27条の5）

土地売買等の契約を
締結しようとする者（両当事者）

届出（27条の4①）

市町村長

意見を付して送付（27条の4④、15条②準用）

都道府県知事（政令市長）

［勧告基準］（27条の5①）

（価格）
●届出時の近傍類地の取引価格、地価公示
価格等を考慮して算定した土地に関する相
当な価額に照らし、著しく適正を欠くこと

（利用目的）
●土地利用に関する計画に適合しないこと
●公共・公益施設の整備の予定又は自然環
境の保全上不適当であること

勧告又は不勧告の通知を
受けない限り、届出の日か
ら６週間を経過するまで契
約を締結できない。
（27条の4③）

対象面積（27条の4②）

●市街化区域 2,000㎡以上

●その他の都市計画区域 5,000㎡以上

●都市計画区域外 10,000㎡以上

政令市の場合はなし

土地利用審査会に
意見聴取（27条の5①）

土地利用審査会

意見（27条の5①）

勧告（27条の5①）

不勧告の
通知（27条の5③）

報告の要求
（27条の5④、25条準用）

届出をした者

必要な斡旋等（27条の5④、27条準用） 公表（27条の5④、26条準用）

届出の日から6週間以内
（27条の5②）

勧告に従わないとき勧告に従ったとき


